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国　税 9月分源泉所得税の納付� 10月10日

国　税 特別農業所得者への予定納税基準額等の通知�10月15日

国　税 8月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）� 10月31日

国　税 2月決算法人の中間申告� 10月31日

国　税 11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間申告

� （年3回の場合）　10月31日

地方税 個人の道府県民税及び市町村民税の第３期分の納付

� 市町村の条例で定める日

労　務 労働者死傷病報告（7月〜9月分）� 10月31日

労　務 労災の年金受給者の定期報告（7月〜12月生まれ）

� 10月31日

労　務 労働保険料第2期分の納付� 10月31日

� （労働保険事務組合委託の場合は11月14日）

　原材料費やエネルギー価格、労務費などの上昇分を、中
小企業等が発注側企業に適切に価格転嫁するための支援
体制強化として中小企業庁が全国47都道府県の「よろず
支援拠点」に7月新設した相談窓口。窓口では、価格交渉
に関する基礎的な知識や原価計算の手法の習得支援など
のサポートを行っています。

　ワンポイント　価格転嫁サポート窓口
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　いよいよ10月となり、インボイス制度が始まりま

した。

　そこで今回は、インボイス発行事業者（売手側・買

手側）として、スタート時に確認しておかなければな

らない事項を、国税庁の資料を参考に作成したチェッ

クシート（次頁参照）に基づき、おさらいも兼ねて改

めて見ていきたいと思います。

一　売手側の立場としてのチェック事項

⑴　取引ごとにどのような書類を交付しているかの確
認
　　売上先からインボイスの交付を求められるかどう

かについて、消費者や免税事業者、課税事業者でも

2割特例や簡易課税制度を選択している売上先は、

インボイスを必要としません。

　　また、インボイスは請求書や領収書などの名称は

問わず、手書きや電子データでの交付も可能です。

納品書、請求書、レシートや手書きの領収書での交

付であるかの確認も必要です。

⑵　インボイス導入前より交付している書類等につき、
どう見直せばインボイスとなるかの確認
　　インボイスは登録番号、適用税率、消費税額等の

記載が必要となります。消費税額に1円未満の端数

が生じた場合は、ひとつのインボイスにつき、税率

ごと1回の端数処理を行います。したがって、記載

されている個々の商品（項目）ごとに端数処理を行い、

その合計額を記載することは認められません。

　　また、納品書と請求書など、相互に関連する複数

の書類で記載事項を満たすことも可能です。

⑶　売上先との間での、登録番号やインボイスの交付
方法の確認
　　売上先との間で、登録番号の確認や、どの書類を

もってインボイスとするか、交付方法等について認

識を共有しておくことが考えられます。

⑷　インボイスの写しの保存方法や売上税額の計算方
法の確認
　　インボイスの写しの保存は、コピーに限られません。

電子データや一覧表形式、複写式の控えなども認め

られます。売上税額の計算方法については、インボ

イス発行事業者は、インボイスに記載のある消費税

額等を積み上げて計算する「積上げ計算」を選択す

ることができます（ただし、その場合は仕入税額も

積上げ計算が必要です）。

⑸　インボイス導入後における価格の見直しの検討
　　インボイス導入前に免税事業者であった方がイン

ボイス発行事業者になると、課税事業者として消費

税の納税義務が生じます。したがって、この消費税

分の金額について価格に転嫁することができなけれ

ば、手取金額が減ることになってしまうので検討が

必要です。

二　買手側の立場としてのチェック事項

⑴　2 割特例や簡易課税制度の適用の検討
　　大まかに説明すると、2割特例とは、売上税額の

2割を納付額とする方法であり、簡易課税制度は、

業種ごとに定められたみなし仕入率を用いて納付額

を算出する方法です。したがって、仕入税額を集計

する必要がないため、インボイスの保存は不要とな

ります。ただし、簡易課税制度の適用を受ける場合

は、2割特例とは違い事前の届出が必要となるので

ご注意ください。

⑵　インボイスの受け取りが必要な取引かどうかの確
認
　　継続的でないような一度きりの取引、少額な取引

についても原則としてインボイスの保存が仕入税額

控除の要件となります。ただし、3万円未満の公共

交通機関や従業員に支払う日当や出張旅費、通勤手

当などインボイスの保存が不要となる特例がありま

す。

　　また、基準期間における課税売上高が1億円以下

などの事業者は、令和11年9月30日まで1万円未

満の取引について、帳簿のみの保存で仕入税額控除

が受けられるため、インボイスの保存が不要となり

ます。

⑶　仕入先から受け取る請求書等がインボイスの記載
事項を満たしているかの確認
　　買手側の立場として、仕入先がインボイス発行事

業者であるか確認が必要となります。また、売手側

消費税
インボイス制度
スタート
　〜売手側・買手側の　
　　チェック事項再確認
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の立場で述べたように、仕入先のどの書類をもって

インボイスとするか、交付方法等について認識を共

有しておくことが考えられます。

　　更に、仕入先がもともと免税事業者であった場合

は、価格の見直しについて交渉を求められることも

あるでしょう。

⑷　受け取った請求書等の保存・管理における検討
　　仕入先から受け取った請求書等については、登録

番号の有無など、インボイスの要件を満たしている

ものか、そうでないものかを区分して管理できるよ

うにしておくことが必要です。

　　原則課税の場合、インボイス制度の導入後は、免

税事業者等、インボイス発行事業者以外の者から行っ

た課税仕入れは、原則として仕入税額控除の適用を

受けることができません。ただし、令和8年9月30

日までの3年間は仕入税額の80％、その後令和11

年9月30日までの3年間は50％を控除できる経過

措置が設けられています。この経過措置の適用に当

たっては、従前の区分記載請求書の保存が必要とな

りますのでご注意ください。

⑸　帳簿への記載方法や仕入税額の計算方法の確認
　　インボイス制度の導入後も、基本的には帳簿の記

載事項は変わりません。ただし、前述のインボイス

保存不要な特例や、免税事業者等からの課税仕入れ

に係る経過措置の適用を受ける場合には、その旨の

記載が必要となります。また、仕入税額の計算方法

についても、売上税額同様積上げ計算を選択するこ

とができますが、売上税額を積上げ計算した場合は、

仕入税額も積上げ計算が必須となりますのでご注意

ください。

【参考資料】　国税庁 
�「インボイス制度への事前準備の 
基本項目チェックシート」 �

　教育訓練給付制度は、働く人の主体的な能力開発の
取り組みを支援し、雇用の安定と再就職の促進を図る
ことを目的に、雇用保険制度の一環として行われてい
る給付制度です。
　この制度は、厚生労働大臣の指定を受けた講座を受
講・修了する等の一定要件を満たしたときに受講費用
の一部（訓練の種類により異なり、受講費用の20％〜
70％。上限あり。）に相当する額を給付するもので、対

象訓練は約1万4千講座あります。
　なお、対象訓練となる教育訓練を検索するシステム「教
育訓練給付制度　検索システム」が厚生労働省により公
開されていますので、ご活用ください（検索キーワード「教
育訓練給付制度　検索システム」で見つけることができ
ます）。

教育訓練給付制度検索システム

【インボイス制度の確認チェックシート】

１　売手側の立場としての確認 ✓□

⑴　取引ごとにどのような書類を交付しているか確認をしましたか □

⑵�　導入前より交付している書類等につき、どう見直せばインボイスとなるか確認をしましたか □

⑶�　売上先との間で、登録番号やインボイスの交付方法について確認をしましたか □

⑷�　インボイスの写し（控）の保存方法や売上税額の計算方法の確認をしましたか □

⑸　導入後における価格の見直しについて検討をしましたか □

２　買手側の立場としての確認 ✓□

⑴　2割特例や簡易課税制度を適用するか検討をしましたか □

⑵　インボイスの受け取りが必要な取引かどうかの確認をしましたか □

⑶�　仕入先から受け取る請求書等がインボイスの記載事項を満たしているかの確認をしましたか □

⑷�　受け取った請求書等をどのように保存・管理するか検討をしましたか □

⑸　帳簿への記載方法や仕入税額の計算方法の確認をしましたか □
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優良電子帳簿と軽減措置

　優良電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措
置は、単に会計システムが優良電子帳簿の要件
を満たしているのみでは適用できないことに留
意が必要です。
　この軽減措置が対象とする帳簿は、所得税法
上の青色申告者又は法人税法上の青色申告法人
が保存しなければならないこととされる帳簿の
うち、法定される補助簿等の全てを指すことを
意図して規定されており、これらの帳簿に係る
電磁的記録の備付け及び保存が優良電子帳簿の
要件を満たしている必要があります。
　例えば、普段使用している会計ソフトは優良
電子帳簿の要件を満たしていても、固定資産台
帳が優良電子帳簿でない場合には、この軽減措
置は適用されないことになります。

KEY WORD �
　　野球のシーズンチケット
　　と課税仕入
　取引先の接待を目的として野球のシーズンチケッ
ト（シーズン予約席料）を確保する場合、この費
用は、主催者と予約者の間の契約に基づくシーズ
ン中における野球観戦を目的とした席料であると
ともに、野球を観戦させるという役務の提供の対
価と考えられることから、課税仕入れとなります。
　なお、シーズン予約者には試合ごとの入場券が
交付されますが、この入場券はシーズン予約者で
あることを証する一種の整理券と考えるのが妥当
であり物品切手には該当しません。
　また、課税仕入れの時期は、現実に役務の提供
を受ける日、つまり観戦をする日ですが、交際費
等の損金算入時期（中途解約はできないため、接
待等のあった日として交際費等に直接関連する行
為のあった開幕日）に課税仕入れがあったとして
も差し支えないこととされています。

　第二次世界大戦中の昭和17（1942）年から戦後

の昭和21（1946）年までの約4年間、電気または

ガスの使用料金に対して電気瓦斯税という税金が

課税されていました。この税金の課税対象とされ

ていなかったものは次のうちどれでしょうか？

①　工場で使用されたもの

②　野球場で使用されたもの

③　住宅で自家発電したもの

【解説】 �

　電気瓦斯税は、昭和17年に創設された税金で、電

気またはガスの使用料金に対して10％の税率で課税

されました。戦費調達と消費の抑制を目的として、住

宅や娯楽などに用いる施設（旅館や野球場など）は課

税対象となっていましたが、戦時中でもあり、工場や

農業作業所といった生産施設や鉄道をはじめとした公

共施設など、生産力を支える施設については、その負

担を軽減するため非課税となっていました。

　なお、個人や企業などが自家発電を行っていた場合

にも、発電量1キロワットごとに年間12円の税金が課

税されました。

　電気は明治時代から大正時代に各地で整備され、当

初は民間企業がそれぞれ営業を行っていました。激し

い競争の末、昭和初期頃には東京電灯、宇治川電気な

どの巨大電力企業が全国の電力発電の大半を占めるよ

うになりました。その後戦時色が強まってくると昭和

13年に電力管理法の施行など電力統制が行われて、

電力は徐々に国家が管理するようになりました。

　電気瓦斯税は昭和21年に廃止され、国税としては

わずか数年しかありませんでした。

�  正解は、�①工場で使用されたものでした。

（出典：税務大学校税務情報センター）


